
１　総括１　総括１　総括１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、18年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項(3) 特記事項(3) 特記事項(3) 特記事項
黒石市の給与抑制措置
・　給料の５％カット
・　期末手当、勤勉手当を役職加算に応じ、１８～１０％カット

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

17年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

15.4

職員数

　　　　　　Ａ

38,861

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（18年度末）

黒石市の給与・定員管理等について

人 件 費 （参考）

区　　分

14.3

18年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

Ｂ／Ａ

人 件 費 率

18年度

　　　　　　％

△ 726,664 2,438,421

給与費 B/A

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

17,008,577

人　

　　　　　　Ｂ

千円 千円

実 質 収 支

千円

類似団体平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

　　　　　千円 千円

293 1,083,956 117,730 411,130 1,612,816 5,504 6,026

人 千円

(H14)
101.2

(H14)
98.9

(H14)
95.3

(H19)
88.5

(H19)
94.9

(H19)
97.9

88

93

98

103

黒石市 類似団体平均 全国市平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１９年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１９年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１９年４月１日現在）(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１９年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

※
※
※

（注）

１　「平均給料月額」とは、19年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

用務員 53.9歳 227,200円 1.41

参考

Ａ/Ｂ

― ― ― ―

358,865

対応する民間の
類似職種

平均年齢
平均給与月額

(Ａ)

民間

320,514円

47.5歳 38人 303,078円 327,575円 316,564円

287,094円 ―

（国ベース）

383,541

44.1 352,500

―

317,67743.9 339,605

387,826

黒石市

青森県

48.8歳 5,193人

51.7歳 10人

黒石市

50.4歳

区分
平均年齢

344,585円

区　　分

46.2歳 589人 318,900円 364,077円

340,611円

323,266円

326,914円 345,703円 347,016円

305,752円 320,740円

平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額平均給与月額

国

平均給与月額
(国ベース)

公務員

49.1歳 41人 313,977円 332,433円 334,558円

48.9歳 18人

平均給料月額

331,766類似団体

平均給与月額
(Ａ)

43.2 384,098

346,359

420,493

338,415円

国 40.7 325,724

職員数

うち用務員

うち自動車運転手

うちその他技能労務職

13人 315,415円

青森県

　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。
　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。
　年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支
給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

類似団体

―

― ― ― ―

自家用自動車運転手 49.3歳 196,800円

― ― ―

― ― ―

1.72

― ― ― ―

―

区分

黒石市

うち用務員

うち自動車運転手

うちその他技能労務職

参考

年収ベース(試算値)の比較

公務員
(Ｃ)

Ｃ/Ｄ

5,394,443円 ― ―

民間
(Ｄ)

5,211,598円 3,284,300円 1.59

5,485,688円 2,554,300円 2.15

5,609,189円 ― ―
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（2) 職員の初任給の状況（19年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（19年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（19年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（19年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

（注）（）内の金額は、５％カットした後の金額である。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（19年４月１日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（19年４月１日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（19年４月１日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（19年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

黒石市区　　　　　分

138,400(131,480)

136,500(129,675)

大　学　卒 170,200(161,690)

技能労務職

高　校　卒

一般行政職

国青森県

166,796 170,200

135,632 138,400

区　　　　分

119,609

一般行政職

高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒

技能労務職

高　校　卒

高　校　卒

経験年数１０年

131,320

経験年数１５年

120,200(114,190)

経験年数２０年

291,800 339,400

287,600

248,300

249,200

251,400

209,500 232,200

203,200
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３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（１９年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（１９年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（１９年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（１９年４月１日現在）

（注）１　黒石市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）平成１８年に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）　
 　　　　　　

（2) 昇給への勤務成績への反映状況（2) 昇給への勤務成績への反映状況（2) 昇給への勤務成績への反映状況（2) 昇給への勤務成績への反映状況

区　　分

4　　級

38

職員数

　　　　　　　　人

構成比

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

10 4.2

20.5

51
係長

　　　　　　　　人

課長補佐
　　　　　　　　人

36

21.3

　　　　　　　　％

標準的な職務内容

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

15.1

7　　級 部長

15.9

5　　級
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

49

3　　級

1　　級
　　　　　　　　人

１　勤務成績の評定の実施状況
　　毎年１回全職員に対して勤務成績の評定を実施しているが、目標設定及び業務評価等については実施しておらず、能力・実績主義
に基づく給与制度に対応させるための「新たな人事評価制度」を構築するための施行および検討を進めていく。
２　昇給への勤務成績の反映状況
　　既存の勤務成績の評定結果に基づき、「普通」より劣るものについてのみ、反映している。「普通」より優るものについては、新たな人事
評価制度の構築により適切な評価ができるようになれば実施していく予定。

6　　級

課長

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

26 10.9

　　　　　　　　％

29 12.1

2　　級

主事

4.2% 6.0%

7.2%

１級12.1% １級14.9%
1.8%

２級15.9% ２級12.5%

２級14.4%

３級21.3% ３級20.6%

３級14.7%

４級15.1% ４級21.0%

４級8.6%

５級20.5%
５級16.1%

５級6.8%

６級10.9% ６級8.9%

６級29.1%

８級11.5%

９級,  5.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成19年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（18年度）

千円 千円

（18年度支給割合） （18年度支給割合） （18年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算(５～15％) ・役職加算(５～20％) ・役職加算(５～20％)

・管理職加算(10～25％) ・管理職加算(10～25％)

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当（19年４月１日現在）（2) 退職手当（19年４月１日現在）（2) 退職手当（19年４月１日現在）（2) 退職手当（19年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(２～20％加算) (２～20％加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、18年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当

（１９年４月１日現在）（１９年４月１日現在）（１９年４月１日現在）（１９年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

0.75

23.50

41.34

国の制度（支給率）

国黒　　　　　　　　　　　石　　　　　　　　　　　市

１人当たり平均支給額（18年度）

1.6

国

1.45

―

支給率

なし

支給対象地域 支給対象職員数

1,453 1,886

1.45

黒石市

0.75

青森県

1,184

1.6 0.75

30.55

47.50 59.28

33.50

59.28

23.50 30.55

47.50

33.50 41.34

1.6

59.28

支給職員１人当たり平均支給年額

支給実績

59.2859.28 59.28

―

―

26,980

3.0 3.0 3.01.45
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 (4) 特殊勤務手当（１９年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（１９年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（１９年４月１日現在）(4) 特殊勤務手当（１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　賦課　 　3,500 円／月
　徴収　 　4,000 円／月

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度）

手当の種類（手当数）

左記職員に対する支給単価

10.58

　　　　　　4,500 円／月

47,294

1,608

火葬場勤務手当

手当の名称 主な支給対象職員

福祉業務現業手当 保護係の職員及び査察
指導員

感染症防疫作業手当 右記の業務に従事した
職員

　　　　　  5,000 円／月

感染症の患者若しくはそ
の疑いのある患者の救護
又は感染症の病原体附着
の疑いがある物件の処理
作業に従事した場合

支給実績（18年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

31,763

27,505支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ）

82

3

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 18 年 度 決 算 ）

主な支給対象業務

火葬業務

　　　　　　　300 円／回

税務手当
税の賦課徴収の事務に従事する管
理職以外の職員

税の賦課徴収事務

106職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 17 度 決 算 ）

火葬場に勤務する技能
主事

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ）

福祉業務現業事務
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（6) その他の手当（19年４月１日現在）（6) その他の手当（19年４月１日現在）（6) その他の手当（19年４月１日現在）（6) その他の手当（19年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

経過措
置が適
用され
ない職
員

世
帯
主

―

扶養親族３人以上
世
帯
主

その他の職員
21,144 千円 73,672同

7,360

内容及び支給単価

国の制
度と

異なる
内容

7,360

10,200

17,800

10,200扶養親族なし

その他の職員

扶養親族なし

扶養親族あり

経過措
置適用
職員

17,800

18,040

扶養親族1～2人

6,500

1
人
目

２人目以降

配偶者有

配偶者無

手当名

44,89855,000

片道２ｋｍ以上 2,000

千円 188,7509,060 円

千円

自ら居住するための住宅を借り受け、月額12,000
円を超える家賃を支払っている職員、又は自宅に
居住する世帯主である職員に支給

同 158,109 円

　自己の所有する住宅（購入
　又は新築後５年間）

　借家（借間）の場合の支給
　限度額 27,000

通勤手当

通勤のため自動車やバス、電車などの交通機関を利
用している職員に支給

毎年11月から翌年3月までの各月の初日において在
職する職員に支給

寒冷地手当

支給実績
(18年度決算)

支給職員１人当たり
平均支給年額
(18年度決算)

扶養手当 同 ― 38,638 千円 228,627

国の制
度

との異同

円

6,500

11,000

扶養親族のある職員に支給

配偶者

配
偶
者
以
外

13,000

満15歳に達する日後の最初の
4月１日から満22歳に達する日
以後の最初の3月31日までに
ある子に加算となる金額
１人につき

5,000

円
　交通機関利用の場合実費
　最高限度額

自動車
等利用
者 片道６０ｋｍ以上 24,500

同 ― 5,747 千円

―

住居手当

　部長級の職員　　　給料月額×４％

―

　課長級の職員　　　給料月額×３％

2,500

管理職手当 ―

7,273
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５　特別職の報酬等の状況（19年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（19年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（19年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（19年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×52.0/100 16,972,800円 任期毎

給料月額×在職月数×26.5/100 7,899,120円 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

3.35

退
職
手
当

市 長

副 市 長

　　（19年度支給割合）

465,000 177,000

266,000

期
末
手
当

議 長

議 長

報

酬

副 議 長

市 長

副 市 長

598,000

690,000

680,000

給 料 月 額 等

議 員

414,000

382,000

区 分

3.30

　　（19年度支給割合）

副 議 長

議 員

345,000

214,000522,000

（参考）類似団体における最高／最低額

160,000940,000

760,000 419,000

850,000

621,000

給

料 副 市 長

市 長
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６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たりの職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たりの職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

地域包括支援センターの設置
1

[     　611        ］ [     0      ］

主 な 増 減 理 由

0

＜参考＞

66

29
82

△ 1
0

0

△ 1

262

55.33

221 欠員不補充

76.62

退職者不補充

平成19年

8 8
2425

△ 2

普
通
会
計
部
門

衛生
労働

税務

土木

議会

11 0

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

教育部門 75

計

一
般
行
政
部
門

商工

民生

農林水産

総務企画

11

84

223

294

261

合　　計 555

[     　611        ］

6
21

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

219

退職者不補充23

281

△ 4215

事務の統廃合縮小

△ 13
＜参考＞

＜参考＞

139.73

0
0
0
0

27
16
1

△ 2

72.31

100.98

29
27
16
1
24

6 0

543 △ 12

24 3その他

小　計

病院

下水道

小　計

水道

職 員 数

5

対前年
増減数

5

平成18年
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（2)年齢別職員構成の状況（19年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（19年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（19年４月１日現在）（2)年齢別職員構成の状況（19年４月１日現在）

　

計

～

40歳 44歳 48歳

～ ～

人人 人

56歳 60歳52歳

～ ～

54375 73 669

区　分

未満
～ ～

20歳 20歳

39歳27歳

24歳 28歳

～

32歳 36歳

35歳

～ ～

46 52

以上

人 人 人 人 人 人 人

31歳

人

63
職員数

580

人 人

5 25

23歳 59歳

71

55歳43歳 47歳 51歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成
比

%
（例）

10



(3)定員管理の数値目標及び進捗状況(3)定員管理の数値目標及び進捗状況(3)定員管理の数値目標及び進捗状況(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）第４次黒石市行政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率）（参考）第４次黒石市行政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率）（参考）第４次黒石市行政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率）（参考）第４次黒石市行政改革大綱における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

5年目

純減率

3年目

　　　　　　　　　区　　分

部　　門 １年目

225 219

平成17年4月1日

計画期間

職員数

職員数

75

職員数

567

職員数

増 減

△ 6

261

△ 4

215

― 266

―

△10　（100.5％）

262

△ 9

66 ―

19年

2年目

20年 21年

△ 1

△ 9

△ 1

74

0 △9　（112.1％）

△5　（101.5％）1

△ 6

267

増 減

567

増 減

556 11 1.94

平成22年4月1日 純減数

556―

数値目標

始　期 終　期
数値目標

平 成 17 年 度 平 成 21 年 度
　計画期間内において、１１人の
職員を削減

一般行政 216

（参考）

計

１７年 １８年 17年～22年

計画始期

22年

4年目

教　育 75

増 減

計 555

△24　（102.4％）

543

公 営 企 業 職員数

等 会 計

職員数

△ 11△ 12 △ 12
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